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〔
告

示
〕

〇
特
定
国
外
派
遣
組
織
を
指
定
す
る
件

（
総
務
一
六
八
）

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
登

録
政
治
資
金
監
査
人
名
簿
に
登
録
し
た
者

を
公
告
す
る
件

（
政
治
資
金
適
正
化
委
二
六
）

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
登

録
政
治
資
金
監
査
人
証
票
を
亡
失
し
た
旨

の
書
面
の
提
出
が
あ
っ
た
の
で
、
そ
の
旨

を
公
告
す
る
件
（
同
二
七
）

〇
国
会
議
事
堂
等
周
辺
地
域
及
び
外
国
公
館

等
周
辺
地
域
の
静
穏
の
保
持
に
関
す
る
法

律
に
基
づ
く
告
示
（
外
務
一
七
二
）

〇
国
会
議
事
堂
、
内
閣
総
理
大
臣
官
邸
そ
の

他
の
国
の
重
要
な
施
設
等
、
外
国
公
館
等

及
び
原
子
力
事
業
所
の
周
辺
地
域
の
上
空

に
お
け
る
小
型
無
人
機
等
の
飛
行
の
禁
止

に
関
す
る
法
律
第
五
条
第
一
項
、
第
二
項

及
び
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
対
象
施
設

の
敷
地
等
を
指
定
す
る
件
（
同
一
七
三
）

〇
重
要
無
形
文
化
財
の
保
持
者
の
認
定
及
び

指
定
が
解
除
さ
れ
た
件（
文
部
科
学
七
一
）

〇
選
定
保
存
技
術
の
保
持
者
の
認
定
及
び
選

定
が
解
除
さ
れ
た
件
（
同
七
二
）

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

共
済
組
合
定
款
の
一
部
変
更
（
法
務
省
・

刑
務
）、
厚
生
年
金
基
金
清
算
結
了
・
清

算
人
退
任
関
係

会
社
そ
の
他

〇
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
回
数
及
び
訪
問

介
護
（
厚
生
労
働
二
一
八
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
六
三
七
、
六
三
八
）

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
同
六
三
九
）

〇
水
先
人
に
免
許
を
与
え
た
件（
同
六
四
〇
）

〇
一
般
社
団
法
人
日
本
海
事
検
定
協
会
及
び

一
般
財
団
法
人
日
本
海
事
協
会
か
ら
登
録

事
項
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
件

（
同
六
四
一
〜
六
四
四
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
東
北
地
方
整
備
局
一
四
〇
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

法
務
省

財
務
省

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

国
土
調
査
の
成
果
の
認
証
の
公
告

（
国
土
交
通
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁有

権
者
申
出
方
、
司
法
書
士
懲
戒
処
分
関

係


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